
平成 28 年（2016 年）熊本県熊本地方を震源とする地震 

非常災害対策本部会議（第 13 回） 

 

議 事 次 第 

 

 

 

日時：平成２８年４月２２日（金）１６：００～ 

場所：官邸４階大会議室 

 

 

１． 開会 

 

２． 被害状況及び各省庁の対応状況について 

 

３． 安倍内閣総理大臣 発言 



























































































避難所の被災者と支援者とをつなぐ物資支援システムの活用

避難所 Amazon 支援者

①「ほしいものリスト」を作成

※避難所の自主運営組織や、ボランティア
等がニーズを聴取して入力することを想定

③ヤマト運輸が避難所に
支援物資を配達

②ほしいものリストを見た
全国の支援者が購入
（通常のネットショッピングと同じ。）

民間事業者の協力により、避難所で本当に必要な物が必要な数だけ届く、きめ細かな
物資支援の仕組みを各避難所に導入

※ 物資の購入は寄附により行
われるため、被災自治体の負
担は生じない。

【参考】

東日本大震災の際には、システム立ち上げ後３ヶ月間（７月中旬まで）に
59,000個、約9,000万円分の物資を現地に配送。

・Amazonが今回の熊本地震を対象とした特設HPを開設。
（４月２１日９時現在、熊本市内６カ所の避難所の「ほしい物リスト」が公開されている。）

・今日（２２日）、Amazonの担当本部長が、熊本の現地対策本部で開催されるボランティア
連絡会議に参加予定。

内閣府
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4月21日現在「ほしい物

リスト」を公開している
避難所（6カ所）

避難所からの
メッセージ

ほしいものの例
（弾性ストッキング）

クリックすると購入
（ Amazonに支払。
商品は避難所へ配送）

参考１：熊本地震を対象とした特設ＨＰ
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ボランティアの活動状況について 

１.社会福祉協議会が開設する災害ボランティアセンターの活動について 

○一般の個人ボランティアを受け入れ、支援活動を行うもの。 

○順次、募集・活動が開始されつつある。宿泊先確保が困難のため、募集対象者を地元に限定している協議会もあり。 

（開設状況）※全国・県・市町村各社会福祉協議会のＨＰ、厚生労働省からヒアリングした情報 

【熊本県】 

 市町村 開設日 主な活動内容 
登録人数 

（延べ） 
 市町村 開設日 主な活動内容 

登録人数 

（延べ） 

１ 宇土市 4月 16日 
避難所運営サポート、支援物資仕分

けなど 
約 500名 ８ 大津町 4月 22日 ボランティアニーズ調査中 － 

２ 菊池市 4月 19日 市内の敷地内や家屋の片付けなど 295名 ９ 西原村 準備中  － 

３ 合志市 4月 19日 要配慮者の生活復旧 － 10 宇城市 準備中 ボランティアニーズ調査中 － 

４ 南阿蘇村 4月 20日 
避難所運営サポート、支援物資の運

搬など 
約 60名 11 嘉島町 準備中  － 

５ 益城町 4月 21日 
避難所運営サポート、支援物資の仕

分けなど 
約 200名 12 菊陽町 準備中  － 

６ 山都町 4月 21日  － 13 御船町 準備中  － 

７ 熊本市 4月 22日 家屋の片付け 1,085名 14 甲佐町 準備中  － 

（注）別途、熊本市障がい保健福祉課は、福祉避難所の世話役ボランティアを募集。 

 

【大分県】 

 市町村 開設日 主な活動内容 
登録人数 

（延べ） 
 市町村 開設日 主な活動内容 

登録人数 

（延べ） 

１ 由布市 4月 20日 
避難所運営サポート、支援物資の仕

分けなど 
－     

 

 

（平成 28年４月 21日 22時時点） 

ボランティアの活動状況について 
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２.専門的な技術・ノウハウをもつボランティア団体等の活動について 

 ○内閣府は現地対策本部において、専門的な技術・ノウハウをもつボランティア団体の中間支援団体(※)である JVOAD（全国ボランティア

支援団体ネットワーク）準備会及び熊本県と連携・協働し、被災者支援の展開を図ろうとしている。現在、活動の本格化に向けて、行

政とボランティア団体との役割分担について調整しているところ。 

（※）中間支援団体：NPOを支援する NPO、行政と NPOの仲立ちなどを行う団体 

・政府現地対策本部、県、NPO/NGOの会議を４月 19日に３回開催。 

・NPO/NGOなど支援団体は、毎日 19時に県庁にて、NPO/NGO間の情報共有会議を実施。４月 21日は政府現地対策要員が本会議に参加。 

○主なボランティア団体の取組状況 

【活動事例】 

・セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン：益城町の避難所で子どもやその家族を支援するため「こどもひろば(※)」の開設、り離乳食や衛生

用品、母乳パッドなどの支援物資を配布。 

 （※）こどもひろば：被災した子どもたちのために、避難所などに設置する安心・安全な空間。 

・その他、主な団体の取組状況 

日本赤十字社（支援物資配布） 

支援プロジェクト（災害ボランティアセンター開設支援） 

震災がつなぐ全国ネットワーク（現地調査中） 

ジャパン・プラットフォーム（子ども支援、炊き出し、 

救援物資配布など） 

国際協力 NGOセンター（JANIC）（現地調査中） 

日本青年会議所（情報収集中） 

アジアパシフィックアライアンス（現地調査中） 

 

出典：（公社）セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン 
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SNSによる避難所運営・生活情報の発信について 

内閣府 facebook 

◆ twitterのフォロワー数は

約３１万人 

内閣府防災 facebook及び twitter において 

 1 日に 1 回避難所運営・生活に関する注意事項を発信する。

 

◎  

エコノミークラス症候群、感染症 

◎ 

一人暮らしのお年寄りの見守り 

◎ 

   パーテーション、女性の更衣室、授乳室 

など 

在宅避難者への対応 

健康管理 

避難所のプライバシーの確保 

【掲載内容の一例】 
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住環境の確保に向けた対応状況

○平成２８年４月２１日
平成２８年熊本地震について、熊本県

が支援法を適用

【該当区域】 熊本県内全域
【支援法適用日】 ４月１４日
【適用基準】 支援法施行令

第１条第３号

被災者生活再建支援法適用の概要

被害状況

平成２８年４月２２日１４時現在
○全壊 １，５２６棟
○半壊 １，４１１棟
○一部破損 ２，６１２棟

平成２８年４月２１日１３時半現在
熊本県内
○避難所数 ６５０箇所
○避難者数 ８９，５１３名

避難の状況

ホテル・旅館等の受入（※）

平成２８年４月２１日１８時現在
熊本県内
受入可能数 ４０施設７９０名

大型フェリー「はくおう」の受入

平成２８年４月２２日１６時現在
熊本県内 （八代市）
受入可能数 ２６０名

(４月２５日から４月２６日の１泊２日の
宿泊、食事及び入浴）（※）は災害救助法の対象
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住まいの確保に向けた対応状況

熊本県内で４００戸程度の公営住宅等
について受付開始（熊本市は４／２３）。
この他、九州各県で１，８００戸程度の
公営住宅等について受付開始。さらに、
ＵＲ団地で３６７戸を確保し、福岡県内
の６７戸について受付開始。

 昨日２１日、熊本県から全国賃貸住宅経
営者協会連合会等３団体に対し、利用可
能な民間賃貸住宅に関する情報提供及
び住宅提供の協力を要請。３団体では被
災者の便宜を図るため窓口を一本化。

 現在、３団体で熊本県内にある民間賃貸
住宅の空き家（発災前１，５００戸程度）
について、損傷を受けていないか確認中。

２０日、熊本県庁内に福祉、住宅関係課
からなる「“すまい”支援PT」が設置され、

被災者の意向確認、用地確保、工事発
注等が本格化。これらの業務を支援す
るため、国交省より、UR及び都府県等に
対して、職員派遣の準備要請。

※ 各市町村の必要数把握、用地確保
の状況
＜西原村＞

２００戸程度の建設用地を検討中。
＜益城町＞

事前に用意していた用地が地盤弱化
のため、再選定中。

公営住宅等の確保

民間賃貸住宅の空き住戸の提供

応急仮設住宅の建設
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公営住宅等の確保状況（４／２０現在）

自治体名
受付開始日

等
確保戸数

熊本県 ４／２１ ７０戸程度

熊本市 ４／２３ ２５０戸程度

他市町村 開始 １０２戸

自治体名
受付開始日

等
確保戸数

佐賀県 ４／２０ ５６戸

鹿児島県 ４／１９ ２２６戸

大分県 準備中

自治体名
受付開始日

等
確保戸数

福岡県 ４／１８ １８８戸

福岡市 募集停止 ４０戸

他市町村 開始 １９７戸

自治体名
受付開始日

等
確保戸数

長崎県 ４／２０ ２２０戸

市町村 開始 ２９２戸

自治体名
受付開始日

等
確保戸数

宮崎県 ４／１９ １６０戸

市町村 開始 ４３５戸
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【これは速報であり、数値等は今後も変わることがある】 

熊本県熊本地方を震源とする地震について 

平成 28 年 4 月 22 日（15:00）現在 

非 常 災 害 対 策 本 部  

 

１．地震の概要 

（１）発生日時  平成28年４月16日 1:25（本震） 

（２）震源及び規模（暫定値） 

熊本県熊本地方（北緯32度45.2分、東経130度45.7分）、深さ12km、マグニチュード7.3 

（３）震度 

【14日21:26以降に発生した震度6弱以上の地震】（気象庁22日13:00） 

14日 21:26 震度７  熊本県熊本 

14日 22:07 震度６弱 熊本県熊本 

15日  0:03 震度６強 熊本県熊本 

16日  1:25 震度７  熊本県熊本 

  16日  1:46 震度６弱 熊本県熊本 

  16日   3:55 震度６強 熊本県阿蘇 

   16日  9:48 震度６弱 熊本県熊本 

 【震度4以上の地震の発生推移】（気象庁22日13:00） 

 14日 21時～24時 12回 

 15日   0時～24時 12回 

 16日  0時～24時  45回 

 17日  0時～24時 11回 

 18日  0時～24時   5回 

 19日  0時～24時  4回 

  20日  0時～24時  1回 

21日  0時～24時  2回 

22日  0時～ 3時  0回 

3時～ 6時  0回 

6時～ 9時  0回 

9時～12時  0回 

12時～13時  0回 

※ 22日13時現在、震度１以上を観測する地震が797回発生。 

 

２．九州北部地方の気象状況 

 【熊本県の降水量】 

   21日の降水量 
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    益城  89.0ミリ 

    南阿蘇 113.0ミリ 

    熊本  75.5ミリ 

 【大分県の降水量】 

   21日の降水量 

    湯布院 43.5ミリ 

    竹田  61.0ミリ 

    大分  36.0ミリ 

 【九州北部地方の今後の見通し】 

● 前線の影響により、九州北部地方では明日（２３日）夜から明後日（２４日）にかけ

て雨となる見込み。 

● 明後日（２４日）夜にかけて予想される雨量は、多い所で３０ミリから５０ミリの見

込み。 

● 地震により地盤の緩んでいる地域では、引き続き土砂災害に注意。 

 

３．政府の対応 

 （14日） 

21:31 官邸対策室設置、緊急参集チーム招集 

21:36 総理指示発出 

21:55 緊急参集チーム協議 

22:10 非常災害対策本部設置 

22:13 官房長官会見 

23:21 第 1回非常災害対策本部会議 

23:25 内閣府情報先遣チーム出発 

23:55 官房長官会見 

（15日） 

5:59 緊急参集チーム協議 

7:40 官房長官会見 

8:08 第２回非常災害対策本部会議 

10:06 官房長官会見 

10:40 非常災害現地対策本部設置 

13:00 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

16:07 第３回非常災害対策本部会議 

16:49 官房長官会見 

17:00 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

（16日） 

 2:38 総理指示発出  

   2:38 緊急参集チーム協議 

   3:28 官房長官会見 



3 

 

    5:10 第４回非常災害対策本部会議 

    5:52 官房長官会見 

   10:00 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

   11:30 第５回非常災害対策本部会議 

   12:13 官房長官会見 

16:00 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

   18:30 第６回非常災害対策本部会議 

   19:28 官房長官会見 

（17日） 

  10:58 緊急参集チーム協議 

11:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

11:37 第７回非常災害対策本部会議 

12:34 官房長官会見 

16:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

17:00 被災者生活支援チーム会合 

  17:59 緊急参集チーム協議 

18:33 第８回非常災害対策本部会議 

   19:19 官房長官会見 

  （18日） 

   11:24 官房長官会見 

   11:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

   15:59 緊急参集チーム協議 

   16:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

   16:34 第９回非常災害対策本部会議 

   17:43 官房長官会見 

  （19日） 

   10:12 官房長官会見 

   11:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

   16:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

   16:59 第10回非常災害対策本部会議 

   17:54 官房長官会見     

  （20日） 

   11:23 官房長官会見 

15:34 第11回非常災害対策本部会議 

16:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 

16:38 官房長官会見 

（21日） 

  11:25 官房長官会見 

   15:04 第12回非常災害対策本部会議 

16:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議 
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16:19 官房長官会見 

（22日） 

10:11 萩生田官房副長官会見 

16:00 第13回非常災害対策本部会議（予定） 

16:30 政府現地対策本部・熊本県災害対策本部合同会議（予定） 

 

４．被害等状況（未確認情報を含む） 

（１）人的被害（4月 15日からの累計）（警察庁 22日 11:30）（消防庁 22日 13:30） 

                      （人） 

場 所 死亡 重傷 軽傷 

福岡県 0 1 17 

佐賀県 0 4 9 

熊本県 48 251 956 

大分県 0 4 22 

宮崎県 0 3 5 

合計 48 263 1,009 

 

【南阿蘇村での活動状況】（警察庁 22日 14:00、消防庁 22日 13:30、防衛省 22日 14:20、

国交省 22日 14:30） 

警察：約 440人（11:50～捜索活動を再開） 

消防：約 700人（13:15～捜索活動を再開） 

自衛隊：約 1,700人（13:00～捜索活動を再開） 

国交省：無人バックホウによる土砂撤去を 12:55より再開 

 

（２）建物被害（消防庁 22日 13:30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県名 

住宅被害 非住家被害  

火災 全壊 半壊 一部 

破損 

公共 

建物 

その他 

 棟 棟 棟 棟 棟 件 

山口県   3    

福岡県   229  1  

佐賀県       

長崎県   1    

熊本県 1,526 1,407 2,338 69 212 16 

大分県  3 28  2  

宮崎県  1 13    

合 計 1,526 1,411 2,612 69 215 16 
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（３）道路その他被害・復旧状況 

● 道路（国土交通省 22日 13:00） 

〔高速自動車道〕 

（3路線） 

○ 九州自動車道 

【通行止め】 

・ 植木 IC～八代 IC（緑川 PA 付近府領跨道橋が高速道路上に落橋（撤去済み）、

益城バスストップ付近盛土法面崩落、木山川橋渡河部橋桁ずれ） 

※ 植木 IC～益城熊本空港 ICについては、物資輸送車両等が通行可能 

※ 八代 IC～嘉島 JCTについては、来週前半に開通見込み 

○ 大分自動車道 

【通行止め】 

・ 湯布院 IC～日出 JCT（由布岳 PA付近土砂崩落） 

○ 九州中央自動車道 

【通行止め】 

・ 嘉島 JCT～小池高山 IC 

〔国道〕 

○ 直轄国道 

【通行止め】２区間 

・ 国道 57号阿蘇大橋地区：全面通行止め（斜面崩壊） 

・ 国道 210号大分県日田市天瀬町～大分県玖珠郡玖珠町：全面通行止め（落石の

恐れ） 

○ 補助国道 

【通行止め】11区間 

※ 国道 325号阿蘇大橋崩壊 

〔県道〕 

・ 県道通行止め：76区間 

※ 熊本県道 28号線（熊本高森線）俵山トンネル：覆工コンクリート崩落 

● 鉄道（国土交通省 22日 13:00） 

 〔新幹線〕 

    【休止路線】博多～新水俣 

  【復旧路線】新水俣～鹿児島中央 

・ 新玉名～熊本間の応急復旧工事が、順調に進めば本日終了する可能性があり、

その場合は、明日（23日）、博多～熊本間の試験走行が行われる見込み。 

     〔在来線〕運転休止：３事業者５路線 

【休止路線】 

・ JR九州：3路線 豊肥線（肥後大津～豊後竹田）、肥薩線（八代～吉松）、三角

線（全線） 

・ 熊本電気鉄道：１路線 菊池線（上熊本～北熊本） 

・ 南阿蘇鉄道：１路線 高森線（全線）         
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   【復旧路線】 

・ JR九州：豊肥線（熊本～肥後大津）、鹿児島線（全線運転再開） 

・ 熊本市交通局：全線運転再開 

・ 肥薩おれんじ鉄道：（全線運転再開） 

・ 熊本電気鉄道：藤崎線（全線）、菊池線（北熊本～御代志） 

  ● 空港（国土交通省 22日 13:00） 

・ 通常運用（大分、福岡、北九州、佐賀、長崎） 

・ 熊本空港：20日以降通常の７割運行中（24時間利用可能） 

● 河川（国土交通省 22日 13:00） 

・ 被害箇所：直轄 138箇所、補助 158箇所 

● 港湾（国土交通省 22日 13:00） 

・ 被害箇所：一部液状化等（熊本港、八代港、三角港、別府港） 

 

（４）避難状況（消防庁 22日 13:30） 

● 避難指示 ５市２町２村 ４，１３１世帯 １０，０７８名以上 

     ◆熊本県 

市町村 対象世帯数 対象人数 発令日時 

 

熊本市 

 

13 30 
4月 21日 

12:25 

22 55 
4月 21日 

12:55 

八代市 3 12 
4月 19日 

10:30 

宇土市 

77 114 
4月 18日 

10:00 

9 19 
4月 21日 

18:50 

宇城市 

 

6 17  

25 63 
4月 19日 

19:15 

2 5 
4月 19日 

21時 30分 

6 15 
4月 20日 

18:00 

22 53 
4月 21日 

13:40 

阿蘇市 

343 918 
4月 18日 

23:15 

720 1,605 
4月 21日 

13:40 

80 217 
4月 21日 

12:55 
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547 1,477  

西原村 

377 880 
4月 21日 

8:00 

148 693 
4月 21日 

8:00 

南阿蘇村 

277 745 
4月 16日 

5:55 

465 1,131 
4月 16日 

16:15 

529 1,141 
4月 16日 

17:55 

1 2 
4月 20日 

14:35 

137 303 
4月 20日 

19:04 

88 227 
4月 20日 

19:25 

88 218 
4月 21日 

9:21 

44 133 
4月 21日 

9:26 

益城町 

30 確認中 
4月 21日 

13:45 

70 確認中 
4月 21日 

13:45 

甲佐町 2 5 
4月 18日 

18:10 

小計（発令中） 4,131 10,078  

 

● 避難勧告 ６市７町１村 ８１，２３０世帯 ２０３，６４５名以上 

 ◆熊本県 

市町村 対象世帯数 対象人数 発令日時 

熊本市 

36 90 
4月 20日 

12:43 

11 30 
4月 21日 

13:15 

八代市 10,751 24,997 
4月 21日 

10:00 

菊池市   700  2,000 
4月 18日 

13:30 

宇城市 9,461 24,400 
4月 21日 

8:15 

阿蘇市 219 569 
4月 19日 

7:30 
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215 614 
4月 19日 

14:30 

16 52 
4月 21日 

15:30 

1,690 4,217 
4月 22日 

9:30 

天草市 17,517 41,125 
4月 21日 

11:44 

美里町 73 216 
4月 22日 

8:00 

大津町 

12,552 31,635 
4月 16日 

3:44 

979 2,455 
4月 21日 

12:15 

菊陽町 76 209 
4月 22日 

7:00 

産山村 627 1,584 
4月 18日 

20:52 

高森町 2,866 6,743 
4月 16日 

19:00 

御船町 7,133 17,681 
4月 16日 

22:00 

益城町 

9 確認中 
4月 21日 

10:51 

12,000 34,000 
4月 21日 

13:45 

甲佐町 4,299 11,028 
4月 16日 

16:50 

小計（発令中） 81,230 203,645  

 

● 避難所の状況 

・ 熊本県：614箇所、避難者数：90,970人（22日 09:00） 

・ 大分県：42箇所、501人（22日 11:30） 

・ 福岡県：26箇所、46人（22日 11:00） 

・ 宮崎県：1箇所、1名（22日 10:20） 

・ 長崎県：5箇所、13人（22日 10:40） 

 

 

（５）物資・生活支援の状況（内閣府 22日 06:00） 

● 飲料・水・毛布等の物資の調達及び被災地への供給について、内閣府に関係省庁  が

集まって一元的な調整を実施。調達物資について、日本通運鳥栖流通センター（佐賀

県鳥栖市）に搬入した後、各市町村に直接供給を実施中。 

● ４月 19日までにプッシュ型支援第一弾の食料 90万食の発送を完了。 
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● ４月 20日から第二弾の発送を開始しており、すべての発送を４月 22日までに完了予

定。（22日 6:00現在） 

 

● 主な供給品目リスト 

食料 95万食 生活用品 

（内訳） 

パン・おにぎり・パックご飯 約 39万食 

カップ麺          約 20万食 

レトルトおかゆ       約 5万食 

レトルトカレー       約 3万食 

ベビーフード        約 0.5万食 

介護食品          約 0.5万食 

缶詰            約 13万食 

栄養補助食品        約 10万食 

 ビスケット         約 3万食 

 粉ミルク※アレルギー対応含む 約 1ｔ 

（内訳） 

肌着・下着・ソックス 約 20万枚 

水無しシャンプー   約 1万個 

ウェットティッシュ  約 10万個 

液体歯磨き・洗口液  約 700個 

歯磨きシート     約 2千枚 

ガスコンロ      1,000台 

ガスボンベ      2,000本 

ハンドソープ     約 13万個 

除菌ウェットシート  約 10万個 

消毒液スプレー    約 1万個 

        ※四捨五入のため合計値と会わないことがある。 

● 「かんぽの宿 阿蘇」において、中広間等を近隣住民に開放し、数百名の避難者を受

入れ。食料・飲料を提供。（総務省 22日 05:00） 

 

（参考）NPO/NGO等のボランティア団体の活動（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

準備会提供情報） 

● 活動団体数（４月 20日時点） 

熊本県域で活動している NPO 等の支援団体 58 団体（活動のための現地調査中の団体

含む） 

● 主な動き 

・ 政府現地対策本部、県、NPO/NGOの会議を４月 19日に３回開催。 

・ NPO/NGO など支援団体は、毎日 19 時に県庁において、NPO/NGO 間の情報共有会議を

実施。４月 21日に政府現地対策本部要員が本会議に参加。 

・ 現在の主な活動内容は、活動に向けてのニーズ調査のほか、支援物資の配布、炊き

出し、避難所の運営サポート、子どものケア等。 

 

（６）原子力発電所の状況（原子力規制庁 22日 14:00） 

発電所名 

(電力会社) 
立地市町村 状況 

立地市町村最大震度 

（日時） 

玄海（九州） 佐賀県玄海町 異常なし ３（16日 1:26） 

川内（九州） 鹿児島県薩摩川内市 異常なし ４（16日 1:26） 

伊方（四国） 愛媛県伊方町 異常なし ４（16日 1:26） 

島根（中国） 島根県松江市 異常なし ３（16日 1:26） 
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（７）ライフライン等の状況 

● 電力（経済産業省 22日 12:30） 

・ 九州電力：停電概ね解消（土砂崩れ等により復旧困難な場所を除く。）  

● ガス（経済産業省 22日 06:00） 

【西部ガス（都市ガス）】 

・ 熊本市周辺 9万 2,000戸の供給停止。 

・ 20日までに医療施設 12箇所に臨時供給。 

・ 行政施設、体育館、医療施設等の 52施設は供給再開済み。 

・ 26日までに供給停止戸数の３割の復旧、4月中に 6割の復旧、5月 8日までの

復旧完了を目指して取組中 

※ 経済産業省は、18日、西部ガスから、熊本県内の供給区域（熊本市等）の

小売料金に係る特別措置（料金の支払期日の延長、ガス料金の免除等）に

関する認可申請を受け、同日認可。 

  【ＬＰガス】 

・ LPガス充填所:熊本県内にある 41箇所の充填所については、すべて営業 

● 石油（コンビナート・SS）（経済産業省 22日 12:30） 

・ 熊本県内の全 SS（797 箇所）のうち、727 箇所（９割超）の稼働を確認。中核

SS（34箇所）はすべて稼働中 

● 水道（厚生労働省 22日 09:00） 

・ 断水戸数：15 市町村 2 万 4,778 戸（うち熊本県 2 万 3,837 戸、うち熊本市約

500戸） 

● 下水道（国土交通省 22日 13:00 ） 

・ 一部施設で被害があるが、処理機能は確保 

● 通信（総務省 22日 12:00） 

○ 固定電話 

・ 熊本エリア：すべて復旧 

・ 特設公衆電話：44台、衛星携帯電話：629台、無料公衆無線 LANアクセスポイ

ント：476台、ポータブル衛星装置：35台、携帯電話充電器（マルチチャージ

ャ）494台を避難所・行政機関に配備。 

○ 携帯電話・PHSの停波状況：合計 57局（携帯電話 42局、PHS 15局） 

・ ＮＴＴドコモ：7局停波（熊本） 

・ ＫＤＤＩ（au）：8局停波（熊本） 

・ ソフトバンク：【携帯電話】27局停波（熊本） 

【ＰＨＳ】15局停波（熊本） 

※ 全ての市町村役場をカバー 

※ 避難所における携帯電話による通信の疎通を確認済 

● 小売（経済産業省 22日 12:30） 

・ 熊本県内のコンビニエンスストア主要３社（セブンイレブン、ローソン、フ

ァミリーマート）の状況：営業中 583、休止中 10 
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・ 熊本県内のスーパーマーケット主要４社（イオン、イズミ、サンリブ、西

友）の状況：営業中 49、休止中 8 

 

（８）医療施設等の状況（厚生労働省 21日 20:00） 

・ 建物損壊のリスクがある医療施設 8箇所、ライフラインに問題がある医療施設 41箇

所 

・ 高齢者施設（全 1,234施設）：人的被害は 14件 24名（人命にかかる被害はなく、外

傷・転倒・骨折等）。物的被害 333施設 

・ 障害児・者入所施設、熊本労災特別介護施設等：人的被害なし 

・ 児童福祉施設等（全 30施設）：人的被害なし。物的被害は 15施設 

 

（９）災害廃棄物関係（環境省 22日 14:30） 

・ 熊本県内各市町村で災害廃棄物の仮置場が順次設置され（24 市町村、合計 40）、災

害廃棄物を搬入中 

・ 熊本市、宇土市及び宇城市においては、市内のごみ集積所に災害廃棄物を搬入中 

 

５．各省庁等の派遣状況 

（１）海上保安庁（22日 13:30） 

・ 巡視船艇 11隻、航空機 3機、機動救難士等 4人 

・ 巡視船艇７隻が給水等の住民支援を実施中 

 

（２）警察庁（22日 14:00） 

・ 警察災害派遣隊 1,166人、ヘリ活動 8機 

・ 避難所の被災者へ相談等を通じて不安軽減を図る各県部隊（福岡、佐賀、長崎、鹿

児島）20人及び「警視庁きずな隊」23人を派遣 

・ 被災（不在）家屋における盗難防止を図る特別自動車警ら部隊 23台 60人を派遣 

【被災県体制】 

    熊本県警察 本部長以下 2,200人 

 

（３）消防庁 

・ 緊急消防援助隊 256隊 910人（ヘリ 6機含む）（22日 11:30） 

・ 熊本県内消防本部、430人（常備）（22日 11:00） 

・ 消防団（熊本県内）2,747人（22日 13:30） 

 

（４）防衛省・自衛隊（22日 12:00） 

・ 統合任務部隊（ＪＴＦ）編成（指揮官：西方総監）24,000人活動中 

以降 26,000人態勢に移行 

・ 航空機 125機（うち、ヘリ 108機）、艦艇 12隻 

・ 即応予備自衛官の招集命令等を発出（最大約 300人） 
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（５）厚生労働省（22日 09:00） 

・ ＤＭＡＴ86隊（その他 29隊移動中、157隊待機中） 

・ ドクターヘリ 2機活動中(21日 17:00) 

・ 給水車 108台確保（90台が応急給水を実施、8台待機中） 

 

（６）国土交通省（22日 13:00） 

・ リエゾン 61人（２県 13市町村等） 

・ 緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）等 434人 

・ 防災ヘリ 3機、災害対策用機械等 82台 

（活動内容：自治体所管施設の被害状況調査の代行、救援ルートの確保、土砂災害

危険箇所の点検） 

 

（７）総務省（21日 17:00） 

・ リエゾン 794人（熊本県及び市町村のニーズ把握・調整） 

 

（８）農林水産省（22日 12:00） 

・ リエゾン 20人（食料供給、農業用施設等の復旧支援等） 

 

（９）経済産業省（22日 06:00） 

・ リエゾン 28人（電力・ガス・物資供給、中小企業等実態把握） 

 

（１０）環境省（22日 14:30） 

・ 被災自治体へごみ収集車を派遣 

熊本市へ 18台派遣（福岡市・広島市・北九州市・日向市より） 

益城町へ 9台派遣（神戸市より） 

 

６．その他各省庁の対応 

（１）気象庁 

・ 14日 23:37以降、22日 13:00までに 16回の記者会見を実施。 

（２）原子力規制庁 

・ 18日 10:30 原子力規制委員会 臨時会議開催 

・ 18日 11:23 原子力規制委員会 委員長記者会見 

（３）消防庁 

・ 19日 各都道府県消防防災主管課に対し、エコノミークラス症候群の予防について

周知 
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